
  （１）貸 借 対 照 表 

(2025年３月31日現在) 
（単位 百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 414,024 流 動 負 債 335,508 

現 金 及 び 預 金 62,045 支 払 手 形 4,868 

受 取 手 形 3,438 電 子 記 録 債 務 30,956 

電 子 記 録 債 権 32,249 買 掛 金 76,855 

売掛金及び契約資産 184,283 関 係 会 社 短 期 借 入 金 127,282 

商 品 及 び 製 品 26,611 リ ー ス 債 務 24 

仕 掛 品 13,233 未 払 金 28,164 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 4,851 未 払 費 用 13,757 

そ の 他 87,820 預 り 金 3,883 
 貸 倒 引 当 金 △508 賞 与 引 当 金 5,656 

  そ の 他 の 引 当 金 14 
   そ の 他 44,043 
     

固 定 資 産 285,151 固 定 負 債 27,140 

有形固定資産 187,722 リ ー ス 債 務 27 

建 物 66,674 
 

退 職 給 付 引 当 金 22,190 

構 築 物 2,253 
 

株 式 給 付 引 当 金 2,831 

機 械 及 び 装 置 47,405 そ の 他 の 引 当 金 435 

車 両 運 搬 具 572 そ の 他 1,655 

工具、器具及び備品 5,264   

土 地 40,692   

リ ー ス 資 産 80   

建 設 仮 勘 定 24,779 負 債 合 計 362,648 

    
無形固定資産 10,535 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ エ ア 10,455 株 主 資 本 318,922 

そ の 他 79 資 本 金 500 

  資本剰余金 307,014 

  資 本 準 備 金 125 

投資その他の資産 86,894 そ の 他 資 本 剰 余 金 306,889 

投 資 有 価 証 券 58,872   

関 係 会 社 株 式 6,147 利益剰余金 11,408 

出 資 金 3 そ の 他 利 益 剰 余 金 11,408 

繰 延 税 金 資 産 19,226 繰 越 利 益 剰 余 金 11,408 

そ の 他 2,655   

貸 倒 引 当 金 △11 評価・換算差額等 17,604 

  その他有価証券評価差額金 17,604 
    

   純資産合計 336,527 
    
資 産 合 計 
 

699,176 
 

負債・純資産合計 699,176 



（２）損 益 計 算 書 

2024年４月１日から 

2025年３月31日まで 

（単位 百万円） 

売 上 高  717,492 

売 上 原 価  594,638 

   

売 上 総 利 益  122,854 

販売費及び一般管理費  116,690 

   

営 業 利 益  6,163 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 180  

受 取 配 当 金 10,008  

設 備 賃 貸 料 1,992  

そ の 他 185 12,367 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 456  

解 体 撤 去 費 用 4,112  

そ の 他 1,245 5,814 

   

経 常 利 益  12,717 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,134  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 19,912  

補 助 金 収 入 4,854  

特 別 退 職 金 戻 入 額 3 25,904 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 1,187  

固 定 資 産 圧 縮 損 4,170  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 399  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 416  

減 損 損 失 20,127  

環 境 対 策 費 347  

特 別 退 職 金 58  

事 業 構 造 改 革 費 用 592 27,299 

   

税 引 前 当 期 純 利 益  11,321 

法人税、住民税及び事業税 5,957  

法 人 税 等 調 整 額 △5,550 406 

   

当 期 純 利 益  10,915 

 

 

 



（３）株主資本等変動計算書 

2024年４月１日から 

2025年３月31日まで 

（単位 百万円） 

 株   主    資    本 評価・換算差額等 

純

資

産

合

計 

 
 
 
 

資

本

金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

株

主

資

本

合

計 
そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金 

評
価
・
換
算
差
額
等
合
計 

資

本

準

備

金 

そ
の
他
資
本
剰
余
金 

資

本

剰

余

金

合

計 

利

益

準

備

金 

その他

利 益 

剰余金 
利

益

剰

余

金

合

計 

繰

越

利

益

剰

余

金 

当期首残高 500 125 316,710 316,835 － 998 998 318,333 36,812 36,812 355,146 

会計方針の変更による累積的影響額   △272 △272  22 22 △249   △249 

会計方針の変更を反映した当期首残高 500 125 316,438 316,563 － 1,021 1,021 318,084 36,812 36,812 354,896 

当期変動額            

 剰余金の配当   △9,473 △9,473  △796 △796 △10,270  － △10,270 

 当期純利益    －  10,915 10,915 10,915  － 10,915 

吸収分割による増減   △74 △74  268 268 193  － 193 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）    －   － － △19,207 △19,207 △19,207 

当期変動額合計 － － △9,548 △9,548 － 10,387 10,387 838 △19,207 △19,207 △18,368 

当期末残高 500 125 306,889 307,014 － 11,408 11,408 318,922 17,604 17,604 336,527 



（４）個別注記表 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 
子会社株式…移動平均法による原価法 
その他有価証券 
①市場価格のない株式等以外のもの 

…時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算出しております。） 

②市場価格のない株式等 
…移動平均法による原価法 

③投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により
有価証券とみなされるもの） 

…組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎
とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

 
２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

……時価法 
 
３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 、 製 品 及 び 仕 掛 品……個別法による原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

原 材 料……移動平均法による原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

貯 蔵 品……最終仕入原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 
４．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 
（ リ ー ス 資 産 を 除 く ）…… 定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物……………………８～50年 
機械及び装置…………２～10年 

 
無 形 固 定 資 産 
（ リ ー ス 資 産 を 除 く ）…… 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。 

 
リ ー ス 資 産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。 

 
 

 
５．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金…… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金…… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計
上しております。 

 

 

 



退 職 給 付 引 当 金…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。 
１.退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
２.数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数(12年)による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

株式給付引当金…… 株式交付規定に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業年
度末における株式給付債務の見込額に基づき、計上しております。 

 
６． 重要な収益及び費用の計上基準 

（1）製品及び商品の販売に係る収益認識 
国内販売においては主に顧客に製品又は商品が到着した時に、輸出販売においては主にイン
コタームズ等で定められた貿易条件に基づき支配が顧客に移転した時に収益を認識しており
ます。 

（2）一定期間にわたって支配が移転する取引に係る収益認識 
ＢＰＯサービス、ソフトウェア・コンテンツの受注制作業務及びスペースデザイン・施工業
務等について、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、
財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を
認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、主に各報告期間の期末日までに
発生した実際原価が、予想される総原価の合計に占める割合に基づいて行っております。な
お、契約の初期段階等、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、
発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しておりま
す。 

（3）代理人取引に係る収益認識 
顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引（顧客に移転す
る財又はサービスの支配を獲得せず、これらの財又はサービスを手配するサービスのみを提
供している取引）については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で
収益を認識しております。 

（4）有償支給取引に係る収益認識 
有償支給した支給品の譲渡時に当該支給品の消滅を認識しております。なお、当該取引にお
いて支給品の譲渡に係る収益は認識しておりません。 

（5）有償受給取引に係る収益認識 
原材料等の仕入価格を控除した純額で収益を認識するとともに、当社に残存する当該支給品
について棚卸資産を認識しております。 

 
７．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
（消費税等の会計処理） 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用として処理しております。 
 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 
 

１．有形固定資産の減価償却累計額               444,779 百万円 

 

２．関係会社に対する金銭債権債務 

関係会社に対する短期金銭債権          64,730 百万円 

関係会社に対する短期金銭債務          25,928 百万円 

 

 



Ⅲ 税効果会計に関する注記 
 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

  繰延税金資産  

 貸倒引当金損金算入限度超過額 163百万円 

賞与引当金 1,728百万円 

減価償却費損金算入限度超過額 235百万円 

退職給付引当金 10,141百万円 

減損損失 14,130百万円 

投資有価証券評価損 459百万円 

関係会社株式 2,574百万円 

その他 3,951百万円 

繰延税金資産小計 33,383百万円 

評価性引当額 △4,626百万円 

繰延税金資産合計 28,757百万円 

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △7,625百万円 

固定資産圧縮積立金 △1,441百万円 

その他 △464百万円 

繰延税金負債合計 △9,530百万円 

繰延税金資産の純額 19,226百万円 

 
法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
2025年３月31日に、｢所得税法等の一部を改正する法律｣が国会で成立し、2026年４月１日以降に開始

する事業年度から防衛特別法人税が課されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金
負債の計算に使用する法定実効税率は、前事業年度の30.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が2026
年４月１日以降のものについては31.5％にそれぞれ変更されております。 
その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が397百万円増加し、当事業年度

に計上された法人税等調整額が613百万円減少、その他有価証券評価差額金が215百万円減少しておりま
す。 
 

 



Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記 
 

１．親会社 

種 類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金

又は 
出資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
TOPPAN 

ホールディン

グス株式会社 

東京都 
台東区 

104,986 

百万円 
経営管理 

被所有 

直接 
100.00 
％ 

経営支援 

不動産賃貸 

資金の調達 

役員の兼任 

他 

資金の 

貸付 

47,527 

百万円 
流動資産

その他 

54,411 

百万円 

資金の 
預かり 

1,938 

百万円 

関係会社 
短期 
借入金 

33,638 

百万円 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

（１）取引は基本的に公正な価格をベースにした取引条件となっております。 

（２）資金の預かり・貸付はＣＭＳ(キャッシュマネジメントシステム)による取引であり、取引金額は期

中における増減額を記載しております。金利については、市場金利を勘案し合理的に決定しており

ます。 

 

２．子会社 

種 類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金 
又は 
出資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権の

所有(被所

有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
株式会社トッ

パンパッケー

ジプロダクツ 

東京都 

台東区 

100 

百万円 
包装材の 

製造・販売 

所有 
直接 

100.00％ 

材料売渡 

製造委託 

設備の賃貸 

資金の調達 

他 

製造委託 
73,926 

百万円 
買掛金 

7,216 

百万円 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

（１）取引は基本的に公正な価格をベースにした取引条件となっております。 

 



３．兄弟会社等 

種 類 
会社等の名称

又は氏名 
所在地 

資本金

又は出

資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権の

所有(被所

有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の 
子会社 

TOPPAN 
クロレ 
株式会社 

東京都 
北区 

500 

百万円 

出版・商業
印刷物の 

製造・販売 

― 

製品の仕入 

製品の販売 

資金の調達 

他 

製造受託 
22,646 

百万円 

電子記録 
債権 

8,828 

百万円 

資金の 
預かり 

49,989 

百万円 

関係会社 

短期 

借入金 

62,278 

百万円 

親会社の 
子会社 

TOPPAN 

America Inc. 

ｱﾒﾘｶ合

衆国 

25,000 

千USD 

エレクトロ
ニクス製品
の販売 

― 

製品の仕入 

製品の販売 

他 

製造受託 
30,206 

百万円 

売掛金 
9,330 

百万円 

流動負債 
その他 

9,585 

百万円 

親会社の 
子会社 

株式会社 
トッパン

TOMOEGAWA 

オプティカル

フィルム 

東京都 
台東区 

1,403 

百万円 

反射防止フ

ィルムの開
発、製造・

販売 

― 

製品の仕入 

製品の販売 

資金の調達 

他 

資金の 
預かり 

235 

百万円 

関係会社 
短期 
借入金 

8,183 

百万円 

親会社の 
子会社 

TOPPANフィナ

ンシャルマネ

ジメント株式

会社 

東京都 
台東区 

150 

百万円 

経理業務の 
事務受託 

― 

経理事務 

の委託 

ファクタ 

リング 

他 

ファクタリング 
4,037 

百万円 
買掛金 

7,733 

百万円 

親会社の 
子会社 

株式会社 
トッパン 
テクノ 

東京都 
台東区 

100 

百万円 
設備の保守
管理等 

― 

設備の保守

管理の委託 
他 

建物・設備の

解体費用 

2,704 

百万円 
未払費用 

845 

百万円 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

（１）取引は基本的に公正な価格をベースにした取引条件となっております。 

（２）資金の預かり・貸付はＣＭＳ(キャッシュマネジメントシステム)による取引であり、取引金額は期

中における増減額を記載しております。金利については、市場金利を勘案し合理的に決定しており

ます。 

（３）ファクタリング取引は、市場価格等を勘案した一般的な取引条件をもって決定しております。取引

金額は期中における増減額を記載しております。 

 

 

Ⅴ １株当たり情報に関する注記 
 
１．１株当たり純資産額                     1,385円 36銭 

 
２．１株当たり当期純利益                      44円 93銭 

 

 



Ⅵ その他の注記 
 

（グループ内再編のための吸収合併） 

当社の親会社であるTOPPANホールディングス株式会社は2025年３月13日開催の取締役会において、

2026年4月１日（予定）を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、TOPPANエッジ株式会社及び

TOPPANデジタル株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併により統合することを決議いたしました。

これを受け、当社は2025年9月25日開催（予定）の取締役会及び同日開催（予定）の株主総会において

当該吸収合併を決議する予定であります。 

（金額の記載方法） 

記載金額は、単位表示未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 


